
 

　　　子どもの貧困対策の推進と就学・修学支援に関わる制度の拡充を 

　　　求める意見書 

 

　「第二期三重県子どもの貧困対策計画」の基本理念をもとに、支援を必要とす

る子どもたちに対して、相談体制などを充実させる取組や、学校だけでは解決が

困難な事案について関係機関と連携した支援を行うなどの取組が今以上に進め

られていく必要があり、貧困の連鎖を断ち切るための教育に関わる公的な支援が、

きわめて重要であり、就学・修学保障制度の更なる拡充が必要と考えます。 

　三重県においては、県独自の支援として国の高校生等奨学給付金制度における

給付額に上乗せする予算が組まれましたが、国によるこの制度の給付額が不十分

であることは明確で、他にも第１子と第２子以降とで給付額に差があることなど

の課題があります。経済格差を教育格差に結びつけないために制度・施策のより

一層の充実が求められます。 

　国が進めようとしている児童手当の充実等の子ども関連施策についてもさら

なる充実と、国による財源の十分な確保が求められます。そして、全ての子ども

たちにとってより良いものとなることが望まれます。 

　以上の理由から、子どもの貧困対策の推進と就学・修学支援に関わる制度の拡

充を強く求めます。 

 

　以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

　令和６年９月２７日 

 

いなべ市議会　　　 

 

　【意見書提出先】 

衆議院議長 額賀 福志郎 様、参議院議長 尾□ 秀久 様、内閣総理大臣 石破 

茂 様、総務大臣 村上 誠一郎 様、財務大臣 加藤 勝信 様、文部科学大臣 あ

べ 俊子 様


